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入札説明書 
 

 

堺市立総合医療センターにおける感染制御情報システム調達の契約に係る入札公告に基づく一般競争入札について

は、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

 

１ 公告日 

平成３０年２月１９日 

 

２ 入札に付する事項 

 （１）調達システム  感染制御情報システム（ケーディーアイコンズ㈱「ICONS21」） 

（２）数 量  一式 

（３）納 入 場 所  堺市立総合医療センター 

（４）契 約 期 間  契約締結日から平成３０年１１月３０日まで 

            ただし、システム一式は同年１１月１５日までに納品すること。 

（５）契約担当部署  地方独立行政法人堺市立病院機構 法人本部 経営企画室 

（６）選 定 方 法  本契約については、地方独立行政法人堺市立病院機構契約規程（平成２４年制定。 

以下「規程」という。）第１０条に規定する方式により落札者を決定する。 

 

３ 入札参加資格に関する事項 

入札参加資格は以下の条件すべてに該当するものでなければならない。 

（１）国税（法人税または所得税、消費税）及び地方税（地方消費税）の未納がない者 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に規定する更生手続開始の申立て（同法附則第２条の規

定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係る同法による改正前の会社更生法（昭和２７年法律第

１７２号。以下「旧法」という。）第３０条に規定する更生手続開始の申立てを含む。）がなされている者

（同法第１９９条に規定する更生計画認可の決定（旧法第２３３条に規定する更生計画認可の決定を含む。）

を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条に規定する再生手続開始の

申立てがなされている者（同法第１７４条に規定する再生計画認可の決定を受けている者を除く。）等経営状

態が著しく不健全な者でないこと。 

（３）堺市暴力団排除条例及び堺市暴力団排除条例施行規則による行政処分を受けていない者 

（４）組合や協会等の各種団体については、その構成員が本契約に入札参加申請を行っていないこと。 

 （５）本公告日時点において、一般財団法人日本情報経済社会推進協会によるプライバシーマーク制度の認定を受

けていること。 

 

４ 入札参加手続きに関する事項 

本入札に参加しようとする者は、申請締切日までに次のとおり申請を行い、入札参加資格の審査を受けなければ

ならない。 

 （１）入札参加資格審査の申請 

申請書類を一般書留又は簡易書留により郵送すること。 

なお、封筒又は送付状には「入札参加申請書兼誓約書在中」と朱書にて明記すること。 

 （２）申請書類 

ア （様式１）入札参加申請書兼誓約書 

   イ （様式２）申請担当者連絡先 

ウ （様式３－１）使用印鑑届（委任なし）又は（様式３－２）使用印鑑届兼委任状（委任あり） 

※使用印鑑届兼委任状（委任あり）については、本社取締役から支社長等に使用印鑑届兼委任状に記載

する事項を委任する場合等に提出すること。 

エ 登記事項証明書（履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書）又は登記簿謄本 

※本公告日を起算日として９０日以内に発行されたもの 

オ 国税（法人税または所得税、消費税）の納税証明書（未納がないことの証明書） 

  ※本公告日を起算日として９０日以内に発行されたもの 

カ 地方税（消費税）の納税証明書（未納がないことの証明書） 

  ※本公告日を起算日として９０日以内に発行されたもの 



 ２ 

キ 印鑑証明書又は印鑑登録証明書 

※本公告日を起算日として９０日以内に発行されたもの 

   ク 一般財団法人日本情報経済社会推進協会によるプライバシーマーク制度の認定証の写し 

ケ 返信用封筒（返信先「様」「御中」を記載）を記載し、８２円分の切手を貼付したもの） 

※入札参加資格審査結果通知用 

 （３）送付先 

〒５９３－８３０４ 

堺市西区家原寺町１丁１番１号 

地方独立行政法人堺市立病院機構 法人本部 経営企画室 

 （４）入札参加申請締切日 

    平成３０年３月５日（月）必着 

 （５）申請に要する費用は申請者の負担とする。 

（６）申請書類は返却しない。 

 

５ 申請の無効について 

次のいずれかに該当する申請は無効とする。 

（１）参加申請書兼誓約書が一般書留郵便及び簡易書留郵便以外の方法で提出されたとき。 

（２）参加申請書兼誓約書が申請締切日までに提出されなかったとき。 

（３）参加申請書兼誓約書を含む郵便物に消印が押印されていなかったとき。 

（４）参加申請書兼誓約書に使用印鑑届と同一の印鑑が押印されていなかったとき。 

（５）同一業者から複数の参加申請があったとき。 

 

６ 入札参加資格の審査及び審査結果の通知 

（１）前記３に定める要件について審査を行う。 

   なお、申請書類に不足がある場合または申請書類に必要事項が正しく記入されていない場合は不合格とする。 

（２）審査結果は、平成３０年３月９日（金）に申請者に対して電子メールと郵便により通知する。 

（３）審査に合格した者であって、審査結果通知日から入札日までの間に入札参加資格要件を満たさなくなった場

合は、合格を取り消す。 

 （４）審査の結果、入札参加資格要件を満たす者が１者に満たない場合は、本入札は中止する。 

 

７ 本入札に係る質疑及び回答 

（１）本入札に関する質疑がある場合は、平成３０年２月２２日（木）午後５時までに、次の質疑送付先に「（様

式４）入札に関する質疑書」を電子メールで送付すること。なお、電子メールの着信確認は、送信者の責任に

おいておこなうこと。 

   （質疑送付先） 

     地方独立行政法人堺市立病院機構 法人本部 経営企画室 

Ｅmail：iryojoho-nyusatsu@sakai-hospital.jp 

（２）（１）の質疑に対する回答は、平成３０年２月２８日（水）から当機構のホームページに掲載する。  

 

８ 入札執行の日時及び場所 

 （１）日時 

  平成３０年３月１６日（金） 午前９時３０分 

 （２）場所 

  堺市西区家原寺町１丁１番１号 

  地方独立行政法人堺市立病院機構 堺市立総合医療センター ４階 大会議室 

 （３）持参書類 

  （様式５）委任状 

   ※代理人を立てる場合のみ提出すること。 

     （様式６）入札書 

      ※予め２枚準備すること。 

 （４）その他 

郵送又は電送による入札は認めない。また、入札に当たっては、本契約における入札参加資格結果通知書

（写し可）を持参すること。 



 ３ 

９ 入札方法及び落札者の決定方法等 

（１）入札金額には、消費税にかかる課税事業者か免税事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税抜き

の金額を記入すること。なお、落札者とは当該金額に消費税及び地方消費税を加算した金額をもって契約

する。 

（２）落札者の決定方法 

ア 入札金額が当機構が予め定める予定価格の範囲内で、最低価格を入札した者を落札者とする。 

イ アにおいて、同額の入札をした者が２以上あるときは、再度の入札を行う。 

ただし、入札回数が２回を超える場合は、くじにより落札者を決定する。 

 

10 入札の無効 

  次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

 （１）入札日時までに、入札者が入札場所に到着しないとき。 

 （２）入札書に記入すべき事項の記入を欠き、又は入札書に記入した文字が判読できないとき。 

 （３）入札書に記名押印がないとき。 

 （４）入札金額を改ざんし、又は訂正したとき。 

 （５）１件の入札に対して２通以上の入札書を提出したとき。 

 （６）委任状のない代理人による入札を行ったとき。 

 （７）数人が共同して入札を行ったとき。 

 （８）入札に参加する資格のない者が入札したとき。 

 （９）入札に関し不正な行為を行ったとき又は不正な行為が行われたおそれが非常に強いとき。 

 （10）その他入札に関する条件に違反したとき。 

 

11 入札の辞退等 

（１）入札参加有資格者が入札を辞退する場合、「（様式７）入札辞退届」を提出すること。 

 （２）本入札を辞退したことを理由として、以後の入札参加等に不利益な取扱いは行わない。 

 

12 入札の中止等 

  前記６の（４）の場合のほか、不正な入札が行われるおそれがあると認めるとき、又は災害その他やむを得ない

理由があるときは、入札を中止し又は入札を延期する場合がある。 

 

13 契約に関する事項 

（１）落札者は、落札決定の通知を受けた日から原則として１４日以内に契約を締結すること。 

（２）落札者が入札参加資格を満たさないと判明した場合あるいは申請書類に虚偽が見つかった場合は、契約を締

結しない。 

 

14 契約保証金に関する事項 

落札者は、法人との契約の締結前に、契約金額の１００分の３以上の契約保証金を納付しなければならない。 

ただし、規程第28条に該当する場合は免除する場合がある。 

 

15 違約金に関する事項 

落札業者が正当な理由なく期限までに契約を締結しないときは、落札金額（入札書に記載された金額に消費税及

び地方消費税を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨てた金額））の１０

０分の３に相当する額の違約金を徴収するものとする。 

 

16 問合せ先 

地方独立行政法人堺市立病院機構 法人本部 経営企画室 中西 

堺市西区家原寺町１丁１番１号 

電話 ０７２-２７２-９９２３（直通） 


